
☑

☐

☑

☑

☑

☐

☑

☐

☐

☑

☐

☑

☐

☑

☑

☐

☑

☑

50％

80％ 100％

項目 エネルギー削減

80％

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 経済

現状（2025年） 更新時（3年後）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

2024年度まで地域の若年者雇用10人
女性スタッフの就業率2021年度17％
→2024年度20％

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

2級建築施工管理技士（建築）・2級機械
保全技能士　１名づつ合格したので資格
手当を支給した。

環境装置を製造する工場建設工事が2025年度よりス
タートすることが決定した為、受注も伸びている

項目 ライフワークバランス

三側面
（分野に☑）

現状（2025年） 更新時（3年後）

工場のガス配管のメンテナンスと管理をして漏れ
を防ぎ使用量を削減します。

現状（2025年） 更新時（3年後）

集塵機、据付完了100％
売上に対する比率は8％

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

70％

前期の指標に対する実績

90％
・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に
該当する場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数値およ
び更新時（3年後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

2025年度より環境装置製造工場建設
開始が決定。これに伴い従業員のレベル
UPを図る。

前期の指標に対する実績

新技術の資格取得支援による専門的技術者の育成と働き
甲斐のある職場環境を整備し、地域の活性化を図る。

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

専門技術者を育成し、資格手当を支給した

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a オシゴト探検フェア、お仕事アドベンチャー等地域イベン
ト、リクルートイベントに積極的に参加している。

若年者雇用は6人採用
女性スタッフ就業率は21％

a

社会

経済

環境

社会

経済

第２、第4水曜日を【NO残業ディ】とし、自分時間
を確保することで健康管理を向上させる。

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組
み」と「指標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

環境装置を製造する工場建設に先駆け、集塵機装置を製
作し、据え付ける。

新事業の環境装置の売上
2021年度０％→2024年度10％

工場新築により従業員を募集し、地域若年者雇用を促進。
従業員とその家族の満足度を上げるため、能力開発と女
性の就業率を上げる。

「会社はだれのための私物ではなく、社会の公器である」をモットーにして、全社員が参画する組織のもとモノ
づくりによる製品を提供して、環境社会の維持に取組む。
新たに当社初の挑戦となる環境装置製造事業を行い、思い切った大胆な事業の再構築を行う。

八代市からの産業活性化人材・企業育成支援
（一社）八代圏域雇用促進センター、熊本県立技術短期大学校、ポリテクセンター熊本と連携し若年者の雇用
促進

経済

環境

事業者名 横場工業株式会社

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

新工場の建築により、工場内で製造と保管が出来
るようになった。外部に委託していた移動費用と
保管費用の削減になった。


